
実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 1,518,764 1,619,765 1,552,145 1,552,145
②

効率性

％ 100.3 110.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件 2,529 2,156 2,600 2,600
②

効率性

％ 168.6 82.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件 25,859 24,774 29,000 29,000
②

効率性

％ 83.4 85.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

―

3 AB
育児支えあい
事務（ファミ
リーサポート）

乳幼児を持つ親
が安全に安心し
て子育てできるよ
う支援するため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 40,000 16,000 16,000 ―
目標とする成果まで達成されなかったが、利用会員が前
年度より増加し、この事業が地域に周知され利用されて
きていると考えられる。

利用延べ件数は、前年度に比べわずかに減少している
が、利用会員が増加している。ファミリーサ

ポート利用延
べ件数

総経費

A
ファミリーサポート事業の広
報に努め、保育サービス講
習会の充実を図る。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

保育サービスの提供者が、地域の有償ボランティアであ
るため、利用者および区の経費負担が少ない。

目標 目標

A C
該
当

千円 55,496 36,793 36,685

少ない経費負担で保育サービスを受けることができるた
め、利用者にとって必要性は高い。保育サービスの提供
者と受け手とが、地域の住民同士であることから、地域ぐ
るみの子育てを推進できるため、必要性が高い。

相談件数は、前年度に比べると減少はしているが、21年
度に比べると22・23年度は、かなりの増加がみられ、年に
よっての多少の増減はあるが成果は上がっている。

A

子育て支援の地域拠点とし
て子どもと家庭の相談に答
え、より一層の機能強化を
行う。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

相談に対して、子育て支援サービスや関係機関との調
整、連携を図っており、効率的な運営を行っている。

目標 目標

A B
該
当千円 137,712 167,390 173,771 ―

子どもと家庭の総合相談、児童虐待対応、虐待の防止・
早期発見の役割を担う地域拠点であり、必要性が高い。

千円 40,000 40,000 40,000 ―
子育て支援の地域拠点として、より一層の機能強化を行
う子どもと家庭の相談に答え、子どもの健全な育成およ
び虐待の防止を図っている。

2 AB

子ども家庭支
援センター維
持運営事務
（運営管理）

子どもと子育て
家庭の総合相
談、子育て支援
サービス、関係
機関との連絡調
整等を行うことに
より、地域と家庭
の子育て力の向
上を図るため。

成
果
指
標

子ども家庭相
談件数

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

1 A
医療費助成事
務

保護者の負担を
軽減するととも
に、子どもの健や
かな育成に寄与
し、もって児童福
祉の推進を図る
ため。

成
果
指
標

子ども医療費
の助成件数

子
育
て
支
援
課

医療証データの入力、封入、発送など業務の一部委託を
実施するとともに、福祉情報システムの利用により住民
記録に連動した正確かつ迅速な事務処理が行われ、効
率化が図られている。

児童は医療を受ける回数が多く、医療費助成による子育
て家庭の支援の必要性は高い。

子育て家庭のニーズは高く、子育て支援の重要な施策と
して今後も継続する。

目標 目標

A B
非
該
当

―

40,000 ―

千円 3,169,736 3,477,596 3,365,680

千円 40,000 40,000

医療費の一部助成をすることで、保護者の負担軽減がな
され、保健の向上、 福祉の増進ができている。

24年度 26年度

事
業
区
分

上記のうち
人件費

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：111　施策名：地域で子育てを支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A

①福祉情報システムの再構
築を行い、事務の効率化に
努める。
②一部業務委託の拡大につ
いて検討を進める。

B



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：111　施策名：地域で子育てを支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 ― ― 14,000 24,000
②

効率性

％ ― ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件 91,457 98,392 100,000 100,000
②

効率性

％ 130.7 98.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 84,334 91,548 98,000 118,000
②

効率性

％ 140.6 107.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

２３年度に区営、民設各１か所整備し、利用者は増加して
いる。

A

長期計画の実施計画に基づ
き、区営、民設の子育ての
ひろばを整備する。引き続き
効率性を考慮し、児童館内
にぴよぴよを整備していく。

Ａ

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

児童館内の学童クラブが移転した跡にぴよぴよを整備す
るなどしているため、効率性が高い。

目標 目標

A B
該
当

千円 104,999 90,408 159,857 ―
在宅で子育てに悩む乳幼児をもつ家庭の需要は高い。ま
た、民設ひろばを整備することにより、区内のひろば空白
地をなくすようにしている。

千円 8,000 8,000 8,000 ―
長期計画に基づき整備が進み、利用者数も順調に増える
など、良好に進んでいる。

6 AB
子育てのひろ
ば整備事務

乳幼児を持つ親
が安全に安心し
て子育てできるよ
う支援するため

成
果
指
標

子育てのひろ
ば利用者数

経
費

総経費

―

5 A
子育て支援情
報の提供事務

子育て関連サー
ビスをより分かり
やすく、効果的に
提供するため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

千円 800 800 800 ―
多くの子育て層や子育てを卒業した区民の参加・協力
で、必要な情報を必要な区民に届けることができるものと
なっており、良好に進んでいる。

　アクセス件数目標には届かなかったが、多くの区民に
活用されるとともに区民目線での情報掲載が好評を得て
おり、成果があがっている。

民間の子育て
支援団体が提
供するWEB情
報への年間ア
クセス件数

総経費

A

情報班の新たなメンバーを
広げ、事業を通じて子育て
の仲間づくりにつながる活動
にする。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

民間団体に費用を一部助成することで事業が運営されて
おり、効率性が高い。

目標 目標

A C
該
当

千円 1,300 1,300 1,300
区内の子育て支援情報を網羅しているサイトは他になく、
かつ、区民目線での情報掲載を望む声があることから、
必要性は高い。

２４年度の子育て支援ガイド作成に向けて、内容の検討、
協働発行する事業者を選定した。

A

子育て支援ガイドを作成し、
さまざまな相談に対して、適
切な子育て支援事業を案内
する。子育てスタート応援券
の発送時に同封して、必要
な世帯にピンポイントで届け
る。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

民間事業者に企画記事の取材・作成、ガイド全体のデザ
イン・レイアウトなどを委託しており効率性が高い。

目標 目標

A B
該
当

千円 0 3,200 5,600 ―
多様な子育て支援情報を効果的に提供するために必要
性が高い。

千円 0 3,200 3,200 ― 関係各課の協力もあり良好に進んでいる。

4 AB
すくすくナビ
ゲーターの育
成事務

子育て情報を効
果的に提供する
ため

成
果
指
標

すくすくナビ
ゲーターの人
数（平成24年
度以降の成果
指標：子育て
支援ガイドの
配布数　単位
は部）

経
費

総経費

上記のうち
人件費



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：111　施策名：地域で子育てを支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 23,331 24,000 25,000
②

効率性

％ ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件 5 11 ― 47
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

次世代育成支援行動計画（後期計画）の計画事業におい
て、11事業が平成26年度の目標値を達成した。この他に
ついても26年度目標達成に向け事業を実施している。

B

計画を着実に推進していくた
め、各計画事業の進捗状況
を把握し、行政評価と行動
計画独自の評価を連動させ
て点検・評価を行う。
後期行動計画最終年度の
前年にあたる、平成25年度
に今回と同様のアンケート
形式による評価を行い、事
業効果を測る。

B

子
育
て
支
援
課

次世代育成支援推進協議会において、区民、事業者、学
識経験者、保健・福祉・教育関係者、公募区民などからの
評価や意見を事業改善に役立てている。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 3,379 3,490 3,581 ―
次世代育成支援推進協議会は、区民ニーズを把握し、事
業改善をするために必要性が高い。

千円 3,200 3,200 3,200 ―

この計画の成果指標の考え方は平成26年度末に各計画
事業が設定している目標値を達成した事業数が計画事
業数の80％以上としている。従って、今後も平成26年度
末の目標達成に向け事業を実施していく。

8 A
次世代育成支
援行動計画推
進事務

次代を担う子ども
たちが健やかに
生まれ、育つこと
のできる地域社
会づくりを進める
ため。

成
果
指
標

・計画事業の
達成数（平成
22～26年度）
※後期計画
（平成22～26
年度）の計画
事業数は、47

経
費

総経費

―

7 AB
外遊びの場の
提供事務

子どものコミュニ
ケーション能力お
よび社会性の向
上を図り、次世代
を担う元気で健
全な子どもを育
成することを目的
とする。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

千円 0 800 800 ―
当初は震災の影響も出たが、月別の参加者数も安定して
おり、良好に進んでいる。

新規に事業を開始し、多くの参加者があり目標を達成。
外遊びの場の
提供事業参加
人数

総経費

A

事業の目的をより多くの区
民に理解してもらうように、
団体と協力し周知を図って
いく。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

特定非営利活動法人に活動費の一部を補助する形で事
業を行っており、行政の持っていないノウハウなども活か
されており、効率性が高い。

目標 目標

A C
該
当

千円 0 9,792 8,266
子どものコミュニケーション能力や社会性の向上を図り、
元気で健全な子どもを育てる助けとなっており、必要性が
高い。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

日 2,304 1,914 2,350 2,350
②

効率性

％ 115.1 81.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ ― 112 100 100
②

効率性

％ ― 112 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 93.4 90.6 90.0 ―
②

効率性

％ 103.8 100.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

―

3 ABC
認証保育所事
務

施設の運営費等
を助成することに
より、安定した運
営を確保し、保育
内容の充実を図
り、多様な保育
サービス提供の
増進を図るため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 5,600 5,600 5,600 ―
都市型の多様な保育サービスを提供し、認可保育所を補
完する最も大きな受け皿として利用されている。

目標である在籍率90％を達成したため。在籍率
延べ在籍児童
／延べ児童定
員

総経費

A

①利用率を上げるため、保
護者の保育料軽減を図るた
めの保育料の助成を継続す
る。
②認可保育所を補完する中
核施設として、需要の高い
地域への誘致を図っていく。

Ａ
保
育
課

保育料補助も実施しているが、私立認可保育所の児童1
人あたりのコスト指標（１７７千円）より経費が低く抑えられ
ているので、効率性は高い。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 1,280,750 1,441,537 1,685,919
認証保育所の運営を安定させ、誘致促進を図るには本事
業は必要性が高い。

保育の質の向上を図ることを目的として、最低３年に一度
の福祉サービス第三者評価の受審を全園に勧奨してい
る。受審の実績が目標を超えたため達成。

A

①運営費の助成制度を現状
維持し、私立保育所の安定
した運営と保育サービスの
向上に努める。
②新設・改築等に係る補助
制度の継続について検討す
る。

Ａ
保
育
課

区立保育所の児童1人あたりのコスト指標（１８６千円）に
比べて経費が抑えられており、効率性は高い。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 3,579,832 4,693,336 5,832,349 ―
公私格差が生じないよう私立保育所を支援するため、待
機児童解消に向けて私立保育所を誘致するために、今
後も必要性が高い。

千円 8,000 8,000 8,000 ―
本事業により、既設園が安定して運営できており、５園の
新設園の誘致もできたことから良好に進んでいる。

2 ABC
私立保育所運
営事務

私立保育所に対
して運営費等を
助成することによ
り、安定した運営
を確保するととも
に、保育内容の
充実や入所児
童・従事職員の
処遇向上を図り、
もって児童福祉
の増進に資する
ため。

成
果
指
標

福祉サービス
第三者評価受
審率
受審園数／受
審目標園数

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

1 AC

子ども在宅
サービス事業
（ショート・トワ
イライトステイ）

一時的に養育に
困難をきたしてい
る子どもを施設
において保育を
することで、子ど
もとその家庭の
福祉の向上を図
るため

成
果
指
標

トワイライトス
テイ延べ利用
日数

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

トワイライトステイについては、２３年度増設した施設の稼
働率が当初低かったものの、年度後半で稼働率が上昇し
た。東京都石神井学園等に委託して実施しているショート
ステイとともに効率性は高い。

ショートステイ、トワイライトステイともに、子育てをしてい
る家庭の負担解消のため、必要性が高い。

ショートステイ、トワイライトステイともに、利用児童数が前
年比３割程度伸びており、良好に進んでいるといえる。

目標 目標

A C
該
当

―

3,200 ―

千円 82,539 88,463 88,416

千円 3,200 3,200

負担の大きい乳児の子育てをしている家庭のために、こ
れまで実施していなかった０～１歳児を対象としたショート
ステイを開始。また、トワイライトステイ事業の実施施設を
１か所増設し６か所とし目標を達成。

24年度 26年度

事
業
区
分

上記のうち
人件費

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：112　施策名：就学前の子どもの成長を支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A
光が丘子ども家庭支援セン
ターに指定管理者制度を導
入する。

B



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：112　施策名：就学前の子どもの成長を支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 82.7 70.7 90.0 90.0
②

効率性

％ 91.9 78.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 145 190 235 280
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 93.7 93.8 100.0 100.0
②

効率性

％ 93.7 93.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

私立保育所（５園）の誘致と既存私立保育所の定員増に
より、保育所全体で約400人の定員枠を拡大させたが、就
労希望者等の増加により待機児童の解消にいたらなかっ
た。

B

①　待機児童の解消を図っ
ていくため、既存園の改築
等により定員見直しを進め
ていく。
②　現在、業務委託を行って
いる保育所は引き続き業務
委託を継続してくとともに、
委託化計画に基づき２４年
度では２園の準備委託を開
始し、２５年４月から本委託
を開始する予定。
③　私立保育所の誘致

B
保
育
課

私立保育所の誘致は、迅速に保育所の定員枠を拡大す
る方法として有効である。また、区立保育所の運営業務
委託も順次進めており、効率性が高い。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 10,400 10,400 17,600 ―
保育所は、保護者の就労支援をはじめとして、地域の子
育て拠点として重要な施策であり、計画的な整備の必要
性は高い。

千円 10,400 10,400 17,600 ―

区立保育所の児童一人当たりのコスト（月額186千円）と
比較して私立保育所のコスト（月額177千円）の方が低い
ため、保育所の整備にあたっては、私立保育所を誘致し
ていく。一方、区立保育所については、運営業務の委託
化を着実に進めることで児童一人当たりのコストを抑え、
効率的な運営を図る必要がある。

6 ABC
保育所維持運
営事務（保育
計画）

保育サービスの
量的拡大と質的
向上を図り、区民
が必要なときに、
良質な保育サー
ビスが受けられ
るようにするため

成
果
指
標

入所希望者受
入率
入所児童／
（入所児童＋
待機児童数）

経
費

総経費

―

5 AB
認定こども園
事務

認定こども園に対し
開設準備経費や運
営費等を助成する
ことにより、開園の
促進を行うととも
に、安定した運営を
確保し、就学前の
子どもへの教育、
保育等の総合的な
提供の推進を図る
とともに、保育所待
機児解消の一助と
するため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

千円 1,600 1,600 1,600 ―
当面は、預かり保育を実施している私立幼稚園の認定こ
ども園への移行が見込まれるが、本事業により確実に整
備促進が図られている。

平成２３年４月に１園開園し、計画目標を達成できた。
計画達成率
保育に欠ける
児童定員増数
／計画数（年
１施設／保育
に欠ける児童
定員45名増）

総経費

A

①預かり保育・延長保育を
実施している私立幼稚園
を、認定こども園に移行して
いく。
②保育に欠ける定員数の拡
大を図る。

Ａ
保
育
課

私立保育所（１７７千円）や認証保育所（１３５千円）等の
保育施設の経費と比べて低く抑えられている。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 73,813 40,797 58,177
認定こども園の運営を安定させるとともに、整備促進を図
るには本事業の必要性は高い。

相談件数が前年度比約１５％増加したため、受入率は下
がったが、病児保育を開始したことにより事業の進捗状
況から達成と評価する。

A

５施設目となる医療機関連
携型施設を設置するととも
に、新たな医療機関連携型
施設の設置を進め、施設数
を増やすことで受入率向上
に取り組む。

Ａ
保
育
課

医療機関や保育施設に委託して実施しているため効率
的である。

目標 目標

A C
非
該
当

千円 51,233 56,140 73,032 ―
病児・病後児保育の安定的運営の確保と整備促進を図
るには、本事業は不可欠である。

千円 2,400 2,400 2,400 ―
低額な保育料で、病児・病後児保育を必要とする多くの
利用希望者の要望に応えられている。

4 ABC
病児・病後児
保育事務

病気の回復期ま
たは、回復には
至らないが当面
急変の恐れのな
いに状況にあり、
集団保育が困難
な保育所等に通
所している児童
を一時的に預か
ることにより、児
童の福祉向上を
図るため

成
果
指
標

受入率
利用実人数／
相談件数

経
費

総経費

上記のうち
人件費



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：112　施策名：就学前の子どもの成長を支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 90.6 90.4 100.0 100.0
②

効率性

％ 90.6 90.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 90.6 90.4 100 100
②

効率性

％ 90.6 90.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

第三者評価の保育サービスに対するアンケート調査で大
変満足・満足と答えた利用者が90％を上回った。一方、
全ての要望に対応できない側面もあり、満足度100％に
は至らなかった。

B

①　利用者のニーズを把握
し、よりよい保育サービスが
実施できるように努めてい
く。
②　多様な保育サービスを
実現するため、費用対効果
を踏まえて保育所の運営業
務の委託化を進めていく。
③　第三者委員会などの外
部苦情窓口に相談できるこ
との周知を図る。

B
保
育
課

児童一人当たり年間58千円の経費が掛かっているが、昨
年より各事業の利用者数は増え区民のニーズに応じた
対応が出来ている。

目標 目標

A B
非
該
当千円 621,148 556,337 532,327 ―

多様な就労形態に対応した延長保育など保育サービス
の拡充が、さらに求められると考えられるため、サービス
を拡充していく必要がある。

千円 611,200 545,600 521,600 ―

保育サービスの利用者は多く、区立保育園の委託化や
私立保育所の新設などを行い、利用者の要望に応じ保
育サービスの拡充をしている。一方、成果目標は90.4％を
達成したものの、保護者の要望を把握する対策が必要で
ある。

8 AB

保育所維持運
営事務（多様
なサービスの
展開）

多様化する保護
者の就労形態な
どの保育ニーズ
に対応するため

成
果
指
標

利用者の保育
サービスに対す
る満足度（アン
ケートによる全
回答者に対する
満足と回答した
者の割合）

経
費

総経費

―
7 AB

保育所維持運
営事務（保育
所運営）

家庭での保育に
欠ける児童を認
可保育所で適正
に保育するため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

千円 10,008,000 9,927,200 9,434,400 ―

保育所の運営業務の委託化を進めたが、児童一人当た
りに月額運営費が22年度184千円から23年度186千円へ
と増額をしたが、区民のニーズに応じ保育運営の充実を
図ることができた。一方、成果目標は90.4％を達成したも
のの、保護者の要望を把握する対策が必要である。

第三者評価の保育サービスに対するアンケート調査で大
変満足・満足と答えた利用者が90％を上回った。一方、
全ての要望に対応できない側面もあり、満足度100％に
は至らなかった。

利用者の保育
サービスに対す
る満足度（アン
ケートによる全
回答者に対する
満足と回答した
者の割合）

総経費
B

①　利用者のニーズを把握
し、よりよい保育サービスが
実施できるように努めてい
く。
②　多様な保育サービスを
実現するため、費用対効果
を踏まえて保育所の運営業
務の委託化を進めていく。
③　第三者委員会などの外
部苦情窓口に相談できるこ
との周知を図る。

B
保
育
課

児童一人当たり月額186千円の運営費がかかっている
が、認可保育所の開設や定員数の増などにより効率的な
運営を図り、区民のニーズに対応した。

目標 目標

A B
非
該
当千円 14,229,944 14,242,380 14,795,249

子育ての支援・雇用形態の多様化・就労支援対策とし
て、保育所の役割は不可欠である。今後も区が実施する
必要性は高いと考えられる。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 2,429 2,970 3,024 3,226
②

効率性

％ 99.8 122.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 637,315 662,265 720,500 720,500
②

効率性

％ ― 91.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

東日本大震災の影響により、年度当初の利用者数が少
なかったことから、目標に達しなかったが、年間を通じた
利用者数は、前年に比べ増加している。また、平成23年4
月より開館時間を拡大した結果、小学高学年・中高生の
利用数も増加しており、児童の放課後の居場所として成
果が表れている。

A

引き続き、平成2４年度から
も、中高生対応事業の実施
館、０～３歳の子どもと保護
者を対象とした子育てのひ
ろば「ぴよぴよ」の実施場所
を増加していく。

B

子
育
て
支
援
課

地域の父母・ボランティアの方、子どもスタッフに依頼し
て、講座・指導・引率などの協力をしてもらうなどして、一
定の成果は得ている。

目標 目標

A B
該
当

千円 690,623 698,980 743,331 ―

小中学生の放課後の安全面からも必要性が高い。乳幼
児対象の事業では、親の参加が増えている館もある。ま
た、５時以降の利用も可能となったため、高学年の利用も
増えている。親子の利用も増加する中、悩みの相談先と
して、家庭支援センターや保健相談所につなげていく中
継地としても必要性は高い。

千円 476,000 484,000 508,000 ―

学校応援団・ひろば事業の事業や会議に参加し、連携を
深めている。また、保健相談所に講師を依頼し、引き続き
連携している。地域とのネットワークづくりを進め、地域の
児童関連施設の中心としての機能を担っている。時間延
長、中高生の実施館を増やし、福祉課題に取り組んだ成
果が表れている。

2 A
児童館維持運
営事務（児童
館）

練馬区における
児童の健全な育
成を図り、児童の
福祉の増進に資
するため、児童
福祉法第35条の
規定に基づき設
置された区立児
童館の円滑な運
営を図る。

成
果
指
標

来館者の延べ
人数

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

1 A
ねりまキッズ安
心メール事業

ICT(情報通信技
術)を活用した区
の安全・安心施
策の一つとして、
学童クラブ等に
児童を通わせて
いる保護者が児
童の入退室を
メールで確認す
ることで、保護者
の日中の不安を
解消し、子育て・
就労の支援と子
どもの安全の確
保を図るため。

成
果
指
標

利用者数（各
年度3月末）

子
育
て
支
援
課

ICTの活用により、安価で学童クラブ児童の入・退室の確
認を行うことができる。実際の運用においても、カードの
管理を含め、子どもの自主性により行っており、また、保
護者等の問い合わせ等についてもコールセンターを活用
しており、効率的な運用が確保されている。

学童クラブ保護者へのアンケート結果では、満足度が高
いため今後も必要。

事業開始から３年目となり、認知度が高まったことから、
希望者のみの利用ではあるが利用者数が増加している。
また保護者の満足度においては、安心して就労すること
ができる等高い満足度を得られているため、今後も継続
していく。

目標 目標

A B
該
当

―

800 ―

千円 11,267 13,056 15,331

千円 800 800

成果指標として定めた利用者数について、入会児童の６
割を当初目標として取組んだ結果、目標に到達した。

24年度 26年度

事
業
区
分

上記のうち
人件費

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：113　施策名：学齢期の子どもの成長を支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A

年度当初（４月１日）からの
利用開始を目指す。児童放
課後等居場所（ひろば）づく
り事業（学校応援団のひろ
ば事業）への利用拡大を検
討しているため、事業のあり
方として、利用者負担金制
の導入についても検討を進
める。

B



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：113　施策名：学齢期の子どもの成長を支える】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 96.8 96.5 100
②

効率性

％ 96.8 96.5 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

校数 50 58 61 65
②

効率性

％ 104.17 95.08 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

ひろば事業と学童クラブ事業の連携実施校が５８校で目
標には届かなかったが、校内にある学童クラブ４１校につ
いては１００％連携が実施できた。さらに、２２校のひろば
事業と児童館で出前児童館等の連携事業を実施した。な
お、校外学童クラブについては、行き来にかかる時間や
引率などの課題はあるが、児童館等との連携を進める事
で課題の解決が図れつつある。

A

①両事業の連携のさらなる
充実のため、ひろば事業実
施日数拡大に向けた支援
や、学校施設開放事業の充
実を推進する。
②学童クラブ事業とひろば
事業の連携の検証を踏まえ
て、両事業のあり方や新た
な放課後等の居場所づくり
について検討する。

B

子
育
て
支
援
課

庁内検討委員会・作業部会を各３回開催し、事業連携方
策の検討、事業の検証・評価が実施できた。なお、コスト
指標は連携実施校の増加により1校あたりのコストは下
がって効率性は高い。

目標 目標

A A
該
当

千円 837 819 840 ―

運営委員会を２回開催し、平成２３年度までの経過報告と
平成２３年度学童クラブ事業と学校応援団のひろば事業
の連携実施について、報告と検証が実施できた。また、
現場の意見等を反映した「連携実施マニュアル」改訂版を
作成し、全ての学童クラブ・学校応援団に配布した。

千円 800 800 800 ―

ひろば事業と学童クラブ事業が連携することにより、同じ
小学校に通う児童が事業の区別なく共に活動でき、子供
たちの放課後の生活が安全で楽しく豊かなものとなるとと
もに、子供たちの友人関係や遊びの幅が広がり、両事業
に従事しているスタッフ相互の理解が深まり、交流が増
え、子供たちを見守る協力体制が強化されているなど、
事業は良好に進んでいる。

4 AB
放課後子ども
プラン運営推
進事務

学童クラブ事業と
児童放課後等居
場所づくり（ひろ
ば）事業が、居場
所や遊びを共有
し、連携する中
で、放課後等の
子供たちの生活
を豊かにするた
め

成
果
指
標

ひろば事業と
学童クラブ事
業の連携実施
校数（累計）

経
費

総経費

―

3 A
学童クラブ維
持運営事務

児童福祉法第34
条の8に規定する
放課後児童健全
育成事業として、
区内の小学校に
在籍する保育に
欠ける児童に対
し、保育および指
導を行い、心身
の健全な発達を
図るための学童
クラブ事業の円
滑な運営を図る。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

千円 1,400,000 1,344,000 1,252,000 ―

施設の増設や定員の弾力的運用により、受入数を47名
増加させるとともに、運営委託の推進により効率性が向
上した。待機児童数が若干増加したが、これは主に待機
児童が多数発生している地域と、定員に余裕のある地域
との地域差が生じてきていることによる。

保育水準を保ちながら入会児童数の拡大を図り、受入児
童数を増加させた。学童クラブ入会の総需要数は減少し
ているが、クラブによって入会希望者数に地域差がある
ため、平成23年4月1日現在の待機児童数が142名生じた
（平成22年度当初より1５名増）。平成24年4月1日現在の
待機児童数は117名（平成23年度当初より25名減）。

入会希望児童
の入会率

総経費

B

①学童クラブの受入人数の
拡大を検討する。
②学童クラブ（新設・既設）の
運営について、委託化を進
める。
③新たな放課後の受入策の
検討を行う。

B

子
育
て
支
援
課

委託化の推進により、人件費を減らすことが出来た。

目標 目標

A B
該
当

千円 2,038,657 2,000,436 2,110,387
家庭において保育に欠ける小学校低学年の児童は増加
しており、必要性が高い。次世代を担う児童が健やかに
育つように健全育成事業を行う。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 332 317 ― ―
②

効率性

％ ― ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 586 71% 75% 80%
②

効率性

％ 100.0 101.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

非
該
当

虐待通報受理
件数に対する要
保護児童対策
地域協議会での
支援件数（２３年
度以降の成果
指標：要保護児
童として受理し
ている児童のう
ち支援により状
況が改善した割
合　単位は％）

総経費

上記のうち
人件費

千円 24,000 24,000 24,000

目標 目標

A A

千円 25,767 25,299

要保護児童として受理している児童のうち、支援により状
況が改善した児童の割合は、71％である。平成23年度目
標の70％に到達しており、成果目標は達成している。

B

①職員研修を充実し、ノウハ
ウの蓄積と職員のスキル
アップを確実なものとすると
ともに、職員のバーンアウト
防止を図る。
②要保護児童対策の進行
管理マニュアルを整備し、組
織的な要保護児童支援を実
施する。

B

練
馬
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

地域の子ども家庭支援センターを委託で運営し、一般的
な相談に対応するとともに、虐待対応の児童福祉担当係
には、専門性の高い非常勤職員を活用して、具体的な支
援にあたっている。
また、主任児童委員を初めとする地域の社会資源や、関
係機関との連携により効率的な支援を図っている。

虐待対応を一義的に担うこととなり、子ども家庭支援セン
ターの役割は、ますます重要性を増しており、要支援家
庭や特定妊婦を含めて支援を図ることにより、児童虐待
の早期発見と防止のために必要性は高い。

組織体制が強化され、事例対応の積み重ねによる職員
の対応力の向上により、関係機関から信頼を得られる活
動が可能となっており、行政内部での組織的な支援を図
ることで、支援内容を深めることができている。

25,961 ―

―

2 A

虐待防止対策
事業（要保護
児童対策地域
協議会）

虐待などにより
保護を要する児
童（要保護児童）
の適切な保護
や、支援を要す
る児童(要支援児
童）およびその保
護者または出産
前から特に支援
を要する妊婦（特
定妊婦）への適
切な支援を図る
ため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 20,000 20,000

経
費

総経費 千円 106,688 142,287

ひとり親家庭への周知を図
る。

B

総
合
福
祉
事
務
所

ひとり親家庭自立支援給付金事業支給件数やホームヘ
ルプサービス利用回数等業務量は増加しているが、昨年
と同様の従事職員数で給付金支払いやヘルパー派遣が
行われている。

ひとり親家庭の安定した雇用や就労と家事・育児等の両
立のために必要な支援である。

ひとり親家庭自立支援給付金事業支給対象者数やホー
ムヘルプ利用時間数の増加など適切に施策が実施され
ている。

非
該
当

―

20,000 ―

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

目標 目標

A A

ひとり親家庭の安定した雇用や就労と家事・育児等の両
立に寄与している。

B

139,406

ホームヘルプ
サービスの利
用世帯数

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

1 A
ひとり親対策
事務

ひとり親家庭に
対して、ホームヘ
ルパー・職業訓
練などの援助を
行い、対象者の
生活に寄与する
ため。

成
果
指
標

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：114　施策名：支援が必要な子どもと子育て家庭を応援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

協
働
事
業

評価



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

％ 63.6 61.8 80 80
②

効率性

％ 79.5 77.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 1,902,770 1,913,637 1,916,000 1,919,000
②

効率性

％ 100.0 100.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

該
当

学校応援団の
実施する事業
の総参加人数

総経費

上記のうち
人件費

千円 32,000 32,000 32,000

目標 目標

A C

千円 290,218 289,352

学校応援団の実施する「ひろば事業」を６５校の全区立小
学校で実施した。また、学校応援団の実施する事業の総
参加者数も目標値を上回った。

A

①各学校応援団の事業の
充実や課題解決のため、ブ
ロック別の情報交換会を構
成校を入れ替え、昨年度と
は別の学校間での情報交換
会を実施する。
②学校応援団のニーズに合
わせた研修を内容・回数な
どをより充実し実施する。

B

子
育
て
支
援
課

新規のひろば室整備等に係る費用が減少したことなどに
より、参加者１名あたりの経費が平成22年度と比較して
大幅に減少し、利用者１人当たりの経費は小額となって
おり、施設を有効に活用している。また、補助金の活用に
より、事業拡大による区負担の増加を軽減している。

ひろば事業においては、実施学校数の増などにより、大
幅に利用人数が増加し、児童の放課後居場所づくりとし
ても必要な事業となっている。なお、学校開放事業は、ひ
ろば事業実施および実施学校数の減により、利用人数が
若干減少している。

ひろば事業の実施校と実施日数の増加により、学校応援
団の実施する事業の総参加者数も増加するとともに、地
域教育資源活用事業や学校施設活用事業の実施校も増
加するなど、事業は良好に進んでいる。

390,006 ―

―

2 A
学校応援団・
開放等事業

小学校の児童お
よび地域のため
に、学校・地域間
の人材活用およ
び学校設備の地
域活用を図ること
により、地域の核
としての開かれ
た学校づくりを推
進するため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 6,400 6,400

経
費

総経費 千円 13,360 13,067

「教育だより」への紹介記事
の掲載等、広報活動を継続
していくと同時に、区の直接
の協働の主体となる学校を
通じ、地域への働きかけをよ
り行っていく。

B

教
育
総
務
課

活動日1日当たり1,595円の経費で、学校とボランティアの
協働により、低コストで学校の安全安心をより高めること
ができている。

学校と保護者のみならず、自治会等地域との協働が実現
され、学校の安全安心を高めているため、当該事業の必
要性は高い。

一部の学校の活動率は良好に進んでいるものの、学校
間で活動日数に大きな開きが生じており、成果目標を達
成することができなかったため、総合評価としては良好に
進んでいない。

該
当

―

6,400 ―

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

目標 目標

A A

一部の学校でボランティアとして活動していただける方を
確保することができず、目標とする活動率を達成すること
ができなかった。学校間で、活動日数に大きな開きが生
じている。

B

13,452

活動率（全校
の授業日数の
合計に占める
全校の活動日
数の合計）

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

1 A

学校教育一般
事務（学校安
全ボランティア
事業経費）

地域住民の知識
および力を生か
して、学校内にお
ける児童の安全
を高めるととも
に、児童と地域
住民の交流を推
進するため

成
果
指
標

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：121　施策名：地域の特色を活かした教育を推進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

協
働
事
業

評価



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

人 475 441 940 492
②

効率性

％ 50.5 46.9 ― ― B

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 10,198 10,204 11,235 ―
②

効率性

％ 88.6 91.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

非
該
当

私立幼稚園在
園児数

総経費

上記のうち
人件費

千円 16,000 16,000 16,000

目標 目標

A A

千円 2,347,685 2,381,519

さまざまな取組みにより、私立幼稚園の健全運営と練馬
区の幼児教育の充実が図られていると言えるが、就園率
は私立幼稚園全定員の９０％前後にとどまっているため。

A

前年度同様、幼保一元化に
関する国の動向等を踏まえ
ながら、助成制度等により私
立幼稚園の教育・運営の充
実を進める。

B
学
務
課

昨年度に続き、委託業務により効率性と正確性を図るこ
とができたため。また、システム改修により保護者補助金
申請者のデータを住基と連携することができ、確認作業
が減り、職員の残業時間等も大幅に減らすことができた
ため。

私立幼稚園および私立幼稚園に通園する幼児の保護者
に対する各種助成事業によって、私立幼稚園の健全運営
の維持向上と保護者負担の軽減を図ることは、練馬区の
幼児教育の機会を確保するためには不可欠である。

少子化の進行や社会情勢の影響に伴う保護者の就労状
況等（保育所希望者の増加等）を考慮すると、前年度の
就園率を維持できたことは私立幼稚園の健全な運営およ
び練馬区の幼児教育の機会の確保が維持できていると
いえるため。

2,434,632 ―

―

2 A
私立幼稚園助
成事務

私立の特色と自
主性を尊重しな
がら、公共性を
高めることにより
私立幼稚園の健
全な運営を図る
ため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 295,200 280,000

経
費

総経費 千円 406,188 374,191

適正配置実施計画に基づ
き、平成26年３月をもって区
立幼稚園２園を廃園し、当該
２園は今年度から４歳児を
募集しない旨の条例改正を
行った。また、当該２園は平
成25年度は５歳児のみとな
ることから、これに合わせた
保育内容について検討す
る。さらに、引き続き区立幼
稚園の質を維持し、特別支
援教育や幼小連携の推進を
図っていく。

C

学
務
課

、
施
設
給
食
課

コスト指標「園児一人あたりの経費」は減少しているが、
施設定員に対する園児数　（充員率）は50%に満たない状
態が続いており、全体として経費面での効率性は低い。

区内の３～５歳児の約６割が私立幼稚園に通園している
状況だが、区における幼児教育の発展へ向け、先導的役
割を担う機関である。幼小連携や特別支援教育等におけ
る先導的役割という側面において特に必要性が高い。

全国および区内の幼児数は引続き減少見込みであり、入
園児数の大幅な増加は難しい。
一方、特別支援教育や就学前・就園前児童の教育につ
いては着実に役割を果たしており、今後とも積極的に実
施していく。

非
該
当―

296,000 ―

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

目標 目標

A A

光が丘地区の幼児数減少や就労状況の変化に伴う保育
所希望者の増加などにより、園児数は減少傾向にあり、
23年度の達成率は46.9%であった。

B

450,534

区立幼稚園の
在園児数（各
年5月1日現在
数）

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

1 A
幼稚園維持運
営事務（区立
幼稚園）

区立幼稚園の適
切な維持運営管
理を行い、幼児
教育を振興す
る。

成
果
指
標

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：122　施策名：幼稚園教育を充実する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

協
働
事
業

評価



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

　 開校準備 開校
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 68.0 実施せず
(全国の平
均正答率)

(全国の平
均正答率)

②
効率性

％ 102.9 実施せず ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：123　施策名：小中学校の教育内容を充実する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

小中一貫教育の目的は「学力・体力の向上」「豊かな人間
性・社会性の育成」「安定した学校生活」であるが、これら
の数値化は困難なため、数値化可能で成果につながる
指標として小中一貫教育校の開校で評価を行った。22年
度は開校準備、23年度は開校をもって成果とし、いずれ
も達成されている。

A

小中一貫教育校「大泉桜学
園」や小中一貫・連携教育
研究グループでの取組の成
果と課題を検証しながら、小
中一貫教育を練馬区全体に
広げていくため、小中一貫教
育フォーラムを開催する。ま
た、小中一貫・連携教育研
究グループにおいて、定期
的な乗り入れ授業など発展
的な取組を試行実施する。
小中一貫教育校の開校に伴
い、平成24年度から成果指
標の見直しを行う。　小中一
貫教育の取組によって、授
業改善や中１ギャップの減
少などの効果が表れている
と考える教員（全区立小中
学校の管理職および連携推
進教員）の割合とする。

B

教
育
企
画
課

小中一貫教育に取り組む自治体では、施設一体型の小
中一貫校を新築する例も多いが、練馬区では、授業改善
や連携指導など教育の中身に経費を重点的に投下して
おり、費用対効果は高い。

小中一貫教育については、新学習指導要領に小中の接
続について記述されるなど、国としても推進している課題
である。小中学校教員が協力して義務教育の質を高めて
いくために、必要性が高い施策である。

小中一貫教育の本格的な取組は始まったばかりである
が、徐々に取組が広がってきている。すぐに成果が数値
として表れる性質の施策ではないが、良い方向に進んで
きている。

目標 目標

A A
非
該
当

―

9,600 ―

経
費

総経費 千円 24,107 17,657 15,344

上記のうち
人件費

千円 8,000 14,400

A

・学力向上支援講師の研修
を継続し、指導力の向上を
図る。
・学校図書館支援の充実に
向け、光が丘図書館と連携
しながら人的配置の拡充を
検討する。

B

教
育
指
導
課

学力向上支援講師や理科支援員の配置により、児童生
徒一人当たりの指導者数が増加し、個に応じたきめ細や
かな指導や、少人数指導・ティームティーチングなど多様
な指導形態が可能となっている。そのことが良好な達成
状況の要因の一つとなっていることから効率性は高い。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 187,457 200,923 193,737

1 ABC
小中一貫教育
推進事務

全区的に小中一
貫教育を推進す
ることにより、区
立小中学校に通
う児童生徒の「学
力・体力の向上」
「豊かな人間性・
社会性の育成」
「安定した学校生
活」をめざす。

成
果
指
標

小中一貫教育
校１校の開校
23年度　開校
（4月）
22年度　開校
準備

―

学習指導を行う際、人的支援は教育効果を高める上で大
きな要因となる。また、講師・支援員の配置については、
指導を受ける児童生徒はもとより保護者からの希望も多
いことから必要性は高い。

上記のうち
人件費

千円 10,400 10,400 10,400 ―

学力向上を目的とする本事業については、学力の一端で
ある中学校３年生の数学の学力調査結果を成果指標に
設定した。これは学力向上支援講師が担当する教科とし
て算数・数学が多いこと、義務教育の最終学年である中
学校３年生の状況をもって判断することを意図している。
その実績が目標を上回り、効率性・必要性とも高いことか
ら本事業は良好に進んでいるものと判断する。

平成２３年度については東日本大震災の影響により調査
そのものを実施していないが、平成２２年度の調査におい
て成果指標に設定した平均正答率は、全国の６６．１％に
対し練馬区は６８．０％であり、これは東京都全体の６５．
５％も上回っていることから良好な達成状況だと推定され
る。

2 AC
学力向上維持
事務（教育計
画）

児童・生徒の学
力・体力の向上
を図るため

成
果
指
標

「全国学力・学
習状況調査」
中学3年生・数
学の主として
知識に関する
問題の平均正
答率
(目標値：全国
の平均正答
率）

経
費

総経費



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：123　施策名：小中学校の教育内容を充実する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 実施せず 73.2 64.6 (期待正答率）
②

効率性

％ 実施せず 113.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

部 506 515 506 506
②

効率性

％ 104.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

B

・外国語活動指導員の研修
を継続し、指導力の向上を
図る。
・日本語指導講師派遣事業
については、学校や保護者
の意向を踏まえ、派遣回数
など、これまで以上に柔軟に
運用する。

B

教
育
指
導
課

専門的な知識と指導力を有する英語学習指導外国人助
手（ALT）や外国語活動指導員の配置により、授業の中で
実際の英語の発音を聞いたり外国の文化に触れたりする
活動が増えた。また、個に応じたきめ細やかな指導や
ティームティーチングなど多様な指導形態が可能となって
いる。そのことが良好な達成状況の要因の一つとなって
いることから効率性は高い。

3 AC
国際理解教育
推進事務

児童・生徒が国
際的な交流の機
会等を生かし、教
育活動全体を通
して国際社会に
参加、協力できる
能力と態度の育
成を図るため。

成
果
指
標

区学力調査英
語正答率（中
学校第3学年）
(目標値：期待
正答率）

経
費

総経費

上記のうち
人件費

―
学習指導を行う際、人的支援は教育効果を高める上で大
きな要因となる。指導員等の配置については学校からの
要望が強く、指導の成果も大きいことから必要性は高い。

千円 6,000 6,000 6,000 ―

本事業の目的にある「国際社会に参加・協力できる能力」
に着目し、中学校３年生の英語の学力調査結果を成果指
標に設定した。これは小学校の外国語活動指導員、中学
校のALTの配置による効果を最終学年である中学校３年
生の状況をもって判断することを意図している。その実績
が目標を上回り、効率性・必要性とも高いことから本事業
は良好に進んでいるものと判断する。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 123,759 116,048 126,306

平成２３年度の調査において、成果指標である期待正答
率は、委託業者が全国一律に設定しているものである。
この６４．６％に対し練馬区は７３．２％であり、実績が目
標を大きく上回っていることから良好な達成状況だと言え
る。なお、区の学力調査は平成２３年度から再開したので
平成２２年度は実施していない。

B

教
育
指
導
課

外部指導員の継続配置および練馬区立中学校部活動外
部指導員人材バンクの活用による外部指導員の配置が
可能である。

目標 目標

A A
非
該
当

千円

部活動は教育活動の一環であり、外部指導員の設置は
その支援策として重要な施策である。

外部指導員の配置は、顧問教諭の負担を軽減し、部活動
の充実および生徒の活動を保障するものである。

―

B

練馬区立中学校部活動外部
指導員人材バンクの活用に
ついて、さらなる周知を図り
活用を促進する。52,945 54,553 56,040 部活動における休部・廃部を防ぐことができる。

3,200 3,200

―

4 AC
部活動指導事
務

学校における教
育課程、学校指
導その他専門的
事項の指導を通
して、適切かつ円
滑な学校運営を
図る。（部活動の
適切な運営を確
保するため）

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 3,200

中学校部活動
の設置部数
(目標値：過去
3年間の平均
設置部数）

総経費



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：123　施策名：小中学校の教育内容を充実する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

校 30 32 34 35
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

2,612 2,448
②

効率性

％ ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 81.3 79.3 80
②

効率性

％ 101.6 99.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

5 AB
特別支援学級
の運営

区立小・中学校
に設置した特別
支援学級の運営
条件を整備し、心
身障害児童・生
徒に教育の場を
保障するため。

成
果
指
標

長期計画に基
づく特別支援
学級の設置校
数

経
費

総経費

上記のうち
人件費

B
学
務
課

改修費の増額によりコスト指標が上がることはあるが、区
内８ブロックに分割し、それぞれの地域の中で、専門的な
教育を行うことができ効果は高い。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 180,586 241,943 211,434 ―
特別支援学級在籍児童・生徒の増加が顕著であり、配慮
が必要な児童・生徒の教育的ニーズに応えるためにも、
特別支援学級の増設は必要である。

千円 22,400 22,400 22,400 ―

地域バランスを考慮して、計画どおり特別支援学級を増
設することにより、学級在籍児童・生徒の通学における負
担軽減が図られている。

A

区立小中学校の余裕教室が
不足している中、地域のバラ
ンス、今後の児童･生徒数の
見込み等さまざまな要素に
より、特別支援学級の設置
を計画しているが、今後は、
学校の状況を踏まえ、増築
等も視野に入れた対応を検
討する。

８ブロック内での特別支援学級設置校のバランスを考慮
し、練馬区長期計画に基づき順次開設していく。

B

教
育
指
導
課

、
学
務
課

学校生活支援員、学校生活臨時支援員ともに児童･生徒
の個々の対応ではなく、原則として学校内全体での対応
としているので効率的に支援できている。

目標 目標

A A
非
該
当千円

国が示している特別支援教育支援員制度の観点から、ま
た、安定し継続的な人材確保を行うため、平成２１年度か
ら従来の学級経営補助員、指導補佐、移動等介助員を
統合して学校生活支援員、学校生活臨時支援員を配置し
た。

学校生活臨時支援員については、学校からの配置申請
があった時点で申請内容を精査して配置承認しているの
でサポート体制は整っている。

―

－

校長からの申請に基づき、
学校生活支援員・学校臨時
支援員を配置をするが、実
際に学校の状況を把握し、
職員の配置をする。

356,858 352,071 365,960
学校生活に関する支援の要請は年々増加している。ま
た、保護者の負担軽減のためには必要性が高い。

8,000 8,000

―

7 A
学校教育研究
活動事務

実技研修会や講
演会を通し、教員
の資質の向上を
図るため。また、
科学教室は小中
学生の科学への
関心を高め、科
学的な見方や考
え方を習得させ
るため。

成
果
指
標

研修受講者の
満足度
（アンケート調
査を実施）

経
費

総経費

上記のうち
人件費

6 AC
学校生活支援
員事務

小中学校におけ
る障害のある児
童・生徒に対して
食事、排泄、教
室の移動補助等
学校生活上の介
助や、発達障害
の児童生徒に対
して学習活動上
のサポートを行う
ため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 8,000

学校生活支援
員等配置延べ
人数

総経費

B

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

集団研修のため効率性が高い。また、パソコン研修は外
部委託によって、効率化を図っている。科学教室では、区
立学校の教員に指導を依頼していることで、費用対効果
が高い。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 27,969 26,097 26,916 ―

経験年数の少ない教員が増加しており、研修の必要性が
高まっている。また、科学教室では、児童・生徒の科学に
対する興味や関心を育てることは、意義が大きく、指導教
員もベテランの教員から指導方法を学ぶことができる。

千円 19,200 19,200 19,200 ―

目標の達成率は100％に届かなかったが、研修のアン
ケート結果では「成果があった」「満足」との回答が多い。
また、児童対象の科学教室におけるアンケートでも、ほぼ
全員の児童が「勉強になった」「楽しかった」と答えてお
り、科学に対する興味、学習意欲を高めることができたた
め、達成とする。

A

科学教室および研修事業に
ついて、参加者の満足度が
高められるよう、また、効率
性、必要性の観点から、内
容を検討する。

教職員のニーズに応え、開催時間等を工夫し、参加しや
すいよう努めている。研修参加者数をより増やし、また、
参加者の満足度を高められるようにしていく。
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事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件 1,521 1,436 1,400
②

効率性

％ 108.6 102.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

― 設計 設計 整備準備 開設
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

B

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

コスト指標（事業参加者１人当たりの経費）が高くなってい
るのは、学校訪問相談事業の実施校（参加者数）等が減
少したためであるが、教育相談事業全体で延べ26,000人
以上の参加があり、効率性は高い。

目標 目標

A A
非
該
当

千円

不登校や発達障害に係る相談件数の増加に対応し、教
育相談室においては、ペアレント・トレーニングや発達支
援グループ活動を実施している。また、登校支援担当教
育相談員を配置し、学校訪問相談を実施したり、学校に
おけるソーシャルスキル・トレーニングや登校支援研修会
の回数を増やしたりすることによって、学校現場での学校
教育相談を支援する事業の充実を図っている。これらの
事業を進めることにより、良好に進んでいると考える。

全校児童生徒へ電話相談カードの配布、教育だよりへ相
談室事業案内の掲載、および校長会や副校長会、生活
指導主任会等における事業の案内により、相談事業の周
知を図っている。また、要保護児童対策地域協議会の各
地域協議会への参加等により、関係機関との連携を深め
ている。相談したい区民が相談できるよう、今後いっそう
周知に努めていく。

―

A

登校支援担当教育相談員の
学校訪問相談等により、学
校現場での学校教育相談を
支援を図る。

123,411 123,147 126,348

相談の内容が複雑化しており、学校だけでは解決が難し
い事例が多くなっている。福祉や保健・医療とともに連携
していく支援機関の一つとして教育相談室の役割は大き
い。また、適応指導教室は、不登校児童生徒が増加する
中で、教育相談的な配慮を基本とする機関としての役割
への期待は高い。

20,800 16,800

―

9 AB
(仮称)学校教
育支援セン
ター整備事務

総合教育セン
ターを発展的に
改組し、教職員
の研究・研修事
業および教育相
談事業を拡充す
るため

成
果
指
標

（仮称）学校教
育支援セン
ターの整備・
運営

経
費

総経費

上記のうち
人件費

8 A
教育相談運営
事務

幼児・児童・生徒
の心身の発達過
程で生じた諸問
題について、相
談や心理治療を
行い、健やかに
成長できるように
援助するため。ま
た、不登校の状
況にある児童生
徒に対して、学校
と異なった環境
の中で活動・指
導を通して集団
生活への適応、
学習への意欲化
を図り、学校復帰
を支援するため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 20,800

教育相談室
（３室）におけ
る幼児・児童・
生徒およびそ
の保護者等の
相談件数

総経費

Ａ

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー

コスト指標が上がっているが、これは２３年度から整備予
定場所である学校跡施設の維持管理経費が加わったた
めであり、当該施設整備は学校跡施設の有効活用である
ため、効率性は高い。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 17,863 36,946 16,857 ―

様々な教育課題が山積する中、練馬区に最も適した学校
教育活動を実現し、子供の豊かな心をはぐくみ、確かな
学力の向上を図るためには、これまで以上に教職員・子
供・保護者への支援を組織的、一体的に行うことが不可
欠であり、（１）教育研究・研修の拠点（２）教育相談の拠
点（３）教育情報発信の拠点としての役割を担う（仮称）学
校教育支援センターの必要性は高い。

千円 4,800 4,800 4,800 ―

予定どおり設計が完了したことから、「達成」と評価する。

C
２６年４月の開設に向けて、
新たな課題の検討も含めて
準備を進めていく。

すべてがA評価であるため、総合評価もAとする。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 12,024 11,687 ― ―
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

　
小学校4
校統合

幼稚園適
正配置計
画策定

学校適正
配置検討

幼稚園2
園廃園

②
効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

―

2 AB
学校等適正配
置推進事務

児童生徒数の動
向や校舎の改築
時期を踏まえて、
適正規模の小・
中学校を地域に
適正に配置する
ことにより、学校
教育の充実を図
り、児童生徒に
良好な教育環境
を提供する。ま
た、園児数の動
向を踏まえ、区
立幼稚園の適正
配置を進める。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 16,000 1,600 1,600 ―
光が丘地域の区立幼稚園について、適正配置実施計画
を策定し、区立学校については、国の学級編制基準見直
しの状況などの情報収集を行った。

光が丘地域の区立幼稚園について、４園平均の定員充
員率が40％まで低下していることから、平成25年度末で２
園を廃園する適正配置実施計画を、平成24年3月に策定
した。区立学校の適正配置については、国の学級編制基
準見直しの状況などについて情報収集を行った。

平成22年4月に
小学校統合によ
る新校（4校）を
開校する。平成
23年度に幼稚
園適正配置計
画を策定し、平
成26年3月に幼
稚園（２園）の廃
園を目指す。小
中学校の適正
配置を検討す
る。

総経費

A

区立学校の適正配置につい
て、国や都の学級編制基準
に関する考え方や小中一貫
教育の推進に留意しなが
ら、検討を進める。

B

教
育
企
画
課

適正配置の検討については、効率性の追求になじまない
業務であるが、学校や幼稚園の適正配置によって、限ら
れた財源を効率的に活用することにつながっている。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 42,542 2,536 1,600
区全体として、子どもの数が減少していく傾向にあるなか
で、区立学校の適正配置の検討は今後も必要性が高
い。

学校教育法等に基づき、適切な学齢簿の編製・管理を
行っており、かつ、小中学校の協力の下、新入学予定児
童・生徒および学齢児童・生徒の保護者へ正確かつ迅速
に通知を行うことにより就学義務を履行させているため。

A

他部署および小中学校との
連携を保ちつつ、相談に来
た保護者の相談・要望内容
を十分に把握することに努
め、また、就学事務支援シス
テムを積極的に活用し、学
齢簿の編製、入学通知の発
送等の就学事務のさらなる
効率化・迅速化を推進するこ
とで、新入学予定児童およ
び学齢児童・生徒の就学の
機会を確保する。

B
学
務
課

コスト指標が上がっているが、これは学齢簿編製人数が
減ったためであり、就学事務管理システムの機能を理解
し、その機能を最大限発揮すべくシステムベンダーと緊密
に連携し、必要に応じてカスタマイズを行うことで、効率的
に事務を進めているため。

学校教育法等により、保護者は子を就学させる義務を負
い、区は学齢簿を編製して入学期日および入学する学校
を指定し、保護者に通知する義務を負うため。

学校教育法等に基づき、適正かつ効率的に就学事務を
進めているため。

目標 目標

A A
非
該
当

―

16,000 ―

千円 32,877 32,609 33,905

千円 16,000 16,000

1 A 就学関係事務

新入学予定児童
および学齢児童・
生徒の就学の機
会を確保するた
め

成
果
指
標

学齢簿が編製
された小中学
校新入学児
童・生徒の人
数

24年度 26年度

事
業
区
分

経
費

総経費

上記のうち
人件費

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：124　施策名：教育環境を充実する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：124　施策名：教育環境を充実する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

項目数 ― 9 13 20
②

効率性

％ ― 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

396,691 347,823 ―
②

効率性

％ ― ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

校 99 99 99
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

施設整備の適切な保守委託を実施し、それに基づく必要
な対応につなげたことにより、不備等による事故は発生し
ていない。

A

学校および関係部署と連
携・協議をしながら、今後も
適時、的確な維持管理の方
法を検討していく。
平成２４年度から、順次、非
構造部材の点検を実施して
いく。

B

施
設
給
食
課

日々の学校施設管理者の適切な点検と委託業者による
専門的な点検を効率的・効果的に実施し、必要な対応に
つなげている。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 1,779,284 1,682,948 1,482,222 ―
既存の建築物の寿命を延ばし、安全かつ良好な教育環
境を維持していくためには、施設設備の適切な保守、維
持管理が必要である。

千円 1,380,800 1,268,800 1,065,600 ―
学校の施設設備が経年劣化するなかで、児童生徒の安
全を確保し、良好な教育環境を維持するため必要な清
掃・保守点検を実施している。

5 A
小・中学校施
設保守・点検
事務

学校施設設備の
保守点検および
清掃を行い、良
好な教育環境の
維持を図る。

成
果
指
標

適切な維持管
理が実施され
た割合

経
費

総経費

―4 A
学校管理運営
事務

学校用家具類、
教材教具等の整
備を通して、教育
環境・教育内容
の充実、質的向
上を図るため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

千円 3,200 3,200 3,200 ―

厳しい財政状況のため、平成２２年度以降、高額物品整
備に係る予算措置ができない状況である。このままで
は、各学校の高額物品が耐用年数を超過し、使用不能と
なっても更新できない事態が多発することが懸念される
ため、対策を講じる必要がある。

厳しい財政状況から、各学校の要望に100％対応するこ
とは困難であるが、学務課の保留分を減らすなどして、各
学校への配当予算額の水準を維持している。教材教具整備

費等の総額

総経費 A

①各学校の教育目標、教育
計画に基づき策定されてい
る年間執行計画に沿って、
適正な執行をするよう注意
を喚起する。
②厳しい財政状況を踏まえ
た予算の年間執行計画を策
定するよう周知する。
③学務課として高額物品整
備に係る対策を検討する。

B
学
務
課

学校配当予算について、各学校の判断により教育指導
の実態に即した迅速な物品購入等が可能なので、効率
性が高い。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 2,984,716 2,643,698 2,474,506
教育環境・教育内容の充実、質的向上を図るため、学校
用家具類、教材教具等の整備は必要である。

平成22年に策定した「学校配備システムの最適化計画」
において、平成23年度に実施すると予定した９項目につ
いて、全て完了した。

－

校務支援システムの導入に
向けたワーキンググループ
を設置する等、検討体制を
整え、事業の着実な実施を
目指す。

Ａ

教
育
企
画
課

技術的・専門的分野は積極的に委託を行うことにより、必
要最小限の人員・経費で事務を執り行えている。

目標 目標

A B
非
該
当千円 ― 668,514 867,108 ―

文部科学省から「教育の情報化ビジョン」により、21世紀
にふさわしい学校教育の実現の方向性が示されている。
また、教職員の校務負担の軽減に繋がり、必要性は高
い。

千円 ― 32,000 32,000 ―
「学校配備システムの最適化計画」に則り、各学校におけ
る情報化環境の整備、デジタル教材等を使った情報教育
が推進できており、良好に進んでいる。

3 AC
学校情報化推
進事務

情報機器等の整
備を行うことによ
り、区立学校にお
ける教育の情報
化の推進をする
ため。また、子ど
もたちに関わる
個人情報の一元
化とその保護の
厳格化に取り組
むため。

成
果
指
標

学校配備シス
テムの最適化
計画における
整備項目（20
項目）の実施
率

経
費

総経費

上記のうち
人件費



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：124　施策名：教育環境を充実する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 92.0 97.2 97.7
②

効率性

％ 99.7 99.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

指数 2.00 1.50 1.75 2.50
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

【校舎等整備】・・・小学校１校（豊南小）の校庭整備が終
了。小学校１校（谷原小）の校舎改築工事が進行中。中
学校１校（豊二中）の基本設計が終了し、実施検討中。
【学校緑化整備】・・・多くの学校が緑化を充実させてい
る。具体的には、屋上緑化、校庭芝生化、みどりのカーテ
ンなど、多様な緑化メニューに取り組んでいる。

B

設計業務の、プロポーザル
方式による委託の検証に向
け、プロポーザル方式による
委託を継続していく。また、
今後も「みどり３０推進計画」
に基づく、学校緑化を計画
的に進める。

B

施
設
給
食
課

校舎や屋内運動場等の整備については、改築に向けた
工事が効率的に進んでいる。また、設計業務のプロポー
ザル方式による委託を行ったことで、区の意向を十分反
映した業務を円滑に遂行できている。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 2,176,760 812,975 1,469,823 ―

学校施設の耐震化のため、耐震補強工事では対応でき
ない施設の改築を実施する必要性がある。また、みどり
豊かな潤いのある教育環境を整備するとともに、児童生
徒の緑化意識を育み、環境学習の場となる空間づくりを
実施していくことが求められている。

千円 54,400 40,000 32,000 ―

改築工事が進み、学校施設の耐震化は進んでいる。ま
た、多くの学校が、環境教育の場となるよう学校緑化を進
めているため、みどり豊かな潤いのある良好な教育環境
が整備されている。

7 AB
小・中学校校
舎建設事務

区立施設の改修
改築計画に基づ
く学校施設の改
築を実施する。

成
果
指
標

校舎改築計画
の進捗度
①基本設計
0.25
②実施設計
0.5
③工事着手
0.75
④工事竣工
1.0

経
費

総経費

―

6 AB
小・中学校営
繕事務

学校施設設備の
補修等を行い、
良好な教育環境
の維持を図る。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

千円 57,600 51,200 59,200 ―

小中学校の耐震化については「練馬区公立学校施設整
備計画」に基づき、当初の計画通りに補強工事を実施し
ており、事業（補強工事による耐震化）は良好に進んでい
る。

23年度当初に計画していた耐震補強工事は全て（100％）
実施し、耐震化率は目標値（同一）となるはずだった。し
かし、年度途中に補強工事が必要な校舎（棟）があること
が判明したため耐震化率（実績）が目標値に至らなかっ
た。

  小中学校（校
舎・体育館）の
耐震化率

総経費

A

今後は改修計画をより具体
化するため、学校施設の老
朽具合など現況を把握し、
改修履歴も含めて記録化に
努める。

B

施
設
給
食
課

学校施設の耐震化については計画的に補強工事を進め
ており、実行していることから効率性が高い。なお、補強
工事による耐震化は24年度に終了予定である。（改築を
除く。）

目標 目標

A B
非
該
当

千円 4,431,289 3,069,727 2,189,044

児童・生徒の安全を確保することはもとより、学校施設は
大規模災害時の「避難拠点」という位置づけから学校建
物には十分な耐震性能を確保することが求められ、耐震
補強事業は必要性が高い。また、安全で快適な教育環境
を確保するとともに建物の耐用年数を引き延ばすために
校舎、設備等の改修工事も必要である。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

校（場） 669 581 611
②

効率性

％ 97.8 95.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

% 99.2 98.9 99 99
②

効率性

％ 100.2 99.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

達成率はほぼ100％と言える。

B

・津波対策として、見学先で
の避難場所（高台）の把握と
周知
・武石の土砂災害被害防止
のための避難体制を整備
・児童がけがをしそうな危険
箇所の抽出と対応、検討

B

教
育
総
務
課

教育委員会が事務局として情報を集約して全校に周知す
るとともに、さまざまな手続きを一本化することにより、効
率的な運営を行っている。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 138,265 124,821 145,947 ―
教育課程の一つでもあり、集団宿泊生活を通して規則正
しい生活態度を身につけ、児童の健康増進と教育効果の
一層の充実を図る為にも必要である。

千円 4,000 4,000 4,000 ―

・自然とのふれあいや、規律ある集団宿泊生活をする中
で、通常の学校生活では得がたい体験を得ることができ
る。またこれにより、児童の健全な心身育成に寄与してい
る。
・宿泊施設では、アレルギーなど個別に配慮を要する児
童の受け入れも対応してきている。

2 A
小学校校外授
業事務

自然に親しむこと
によって豊かな
心と健康な体を
養うとともに、集
団宿泊生活を通
して規則正しい
生活態度を身に
つけ、児童の健
康増進と教育効
果の一層の充実
を図るため。

成
果
指
標

児童の参加率
（H２３．５．１
現在の小学
５、６年生在籍
数11527人／
参加生徒数）

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

1 A
学校給食運営
事務（食育も含
む）

1給食の衛生検
査、給食従事者
の細菌検査、食
材料の検査によ
り、児童・生徒に
安全でおいしい
学校給食を提供
するため。
2｢練馬区小中学
校における食育
推進計画」に基
づき、学校給食
を生きた教材とし
てその推進を図
るため。

成
果
指
標

研修、講習会
等へ参加して
いる人数

施
設
給
食
課

学校施設、調理実態を熟知している区職員（栄養士）が
対応することにより、各学校へ効率よく栄養指導、研修、
学校給食の趣旨普及、衛生管理等を行うことができてい
る。

児童・生徒に安全でおいしい学校給食を提供するため、
本事業の必要性は高い。

１給食の衛生検査、給食従事者の細菌検査、食材料の
検査、学校給食職員の知識の向上により、児童・生徒に
安全でおいしい学校給食を提供した。
２「練馬区小中学校における食育推進計画」を進める中
で、学校給食を生きた教材として活用し、食育の推進を
図った。また、全校で地場産物（大根・キャベツ等）を給食
に活用した食育の取組を実施した。

目標 目標

A B
非
該
当―

48,000 ―

千円 54,118 52,849 54,437

千円 48,000 48,000

研修および講習会当日、学校現場等の都合で急遽参加
できないなどの理由により、成果目標は達成できなかっ
たが、細菌検査および衛生検査の結果ならびに巡回指
導により調理作業の見直しを行い、衛生管理の徹底・向
上を図ったことで給食の安全を確保できている。

24年度 26年度

事
業
区
分

上記のうち
人件費

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：125　施策名：児童・生徒の健やかな体の成長を促す】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A

１　受講者である栄養士・調
理員の意見要望を踏まえ、
研修内容を工夫し、実際に
現場で役立つ知識を高め
る。
２　学校給食の細菌検査や
衛生検査を実施し、各学校
の衛生管理の徹底をさらに
図る。
３　「第２次練馬区立小中学
校における食育推進計画」
に基づき、学校における食
育推進を効果的に進める。

B



24年度 26年度

事
業
区
分

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：125　施策名：児童・生徒の健やかな体の成長を促す】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

校 41 51 60 68
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 95.3 94.8 99 99
②

効率性

％ 96.3 95.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

参加率が94.8％であった。インフルエンザなどの罹患によ
り、当日欠席となった生徒もいるため、上記の参加率と
なった。

A

・スキー移動教室では、冬季
期間に毎年流行するインフ
ルエンザ対策として、ベルデ
少年自然の家内およびバス
内での感染拡大の防止に努
める。また骨折等のけが防
止にも努める。
・臨海学校では、津波対策と
して新たなコースを設定し、
避難訓練を実施することで、
より一層安全対策強化を図
り、今後の対策委員会にお
いて検討していく。

B

教
育
総
務
課

教育委員会が事務局として情報を集約して全校に周知す
るとともに、さまざまな手続きを一本化することにより、効
率的な運営を行っている。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 99,723 66,734 108,931 ―
教育課程の一つでもあり集団宿泊生活を通して規則正し
い生活態度を身につけ、生徒の健康増進と教育効果の
一層の充実を図る為にも必要である。

千円 8,000 8,000 8,000 ―

・自然とのふれあいや、規律ある集団宿泊生活をする中
で、通常の学校生活では得がたい体験を得ることができ
る。またこれにより、生徒の健全な心身育成に寄与してい
る。
・宿泊施設では、アレルギーなど個別に配慮を要する生
徒の受け入れも対応してきている。

4 A
中学校校外授
業事務

自然に親しむこと
によって豊かな
心と健康な体を
養うとともに、集
団宿泊生活を通
して規則正しい
生活態度を身に
つけ、生徒の健
康増進と教育効
果の一層の充実
を図るため。

成
果
指
標

中学2年生移
動教室生徒の
参加率
（H23.12.1現在
の中学２年生
在籍数4,526
人／参加生徒
数）

経
費

総経費

―

3 A
学校給食維持
運営事務

効率的かつ安全
な学校給食を提
供する中で、給
食調理業務委託
の実施等により、
一層の充実を図
るため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

千円 2,091,200 1,761,600 1,469,600 ―
安全でかつおいしい学校給食を提供するため、研修等の
知識を通じて調理員それぞれの技術の向上を図り、調理
業務委託を含めた調理体制を整えている。

各学校の調理員が、さまざまな研修を通じて得られた知
識を活用し、また巡回指導等に基づき現場での調理作業
を工夫しながら、安全でおいしい給食を提供している。学校給食の調

理業務委託実
施校

総経費

A
引き続き安全でおいしい給
食が効率的に提供できるよ
う努力を続けていく。

B

施
設
給
食
課

学校給食の提供をより効率的に行うため、すべての学校
で親校、子校を含めた自校調理体制を築いている。

目標 目標

A B
非
該
当千円 3,506,786 3,395,858 3,302,081

学校給食を「生きた教材」として活用し、食に関する指導
の充実を図るためには、学校ごとにきめ細かな調理が可
能である自校調理体制が必要である。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 28,676 26,717 30,000
②

効率性

％ 92.5 86.2 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

上記のうち
人件費

千円 32,000 32,000

経
費

総経費 千円 43,745 42,976

引き続き文化活動を行って
いる青少年の自主的な活動
の支援を行う。また、サポー
ター制度を充実させたものと
して確立させていき、青少年
との交流を深め要望の多い
事業を展開していく。

B

青
少
年
課

事業参加者一人当たりの経費は増加しているが、震災の
影響による参加者減によるもので、総合的には効率性は
高い。

青少年の自主的な活動を支援することと、活動の場を提
供することの必要性はますます高まっている。区内でも特
異な個性を持った施設である。

青少年館を基礎に活動を広げている団体は増えており、
また自主的な活動を支援することもできた。

該
当

―

32,000 ―

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

目標 目標

A B

東日本大震災の影響で年間を通して、事業運営に影響
があったため、参加者は減少傾向となった。

B

42,362

事業の延参加
者数

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

1 A
青少年館各種
講座等事務

次代を担う青少
年の余暇の充実
を図るとともに、
実生活に役立つ
知識や技術の習
得を図るため

成
果
指
標

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：131　施策名：青少年の自主的な活動を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

協
働
事
業

評価



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 1 1 1
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 80,018 76,453 84,338
②

効率性

％ 95.0 90.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：132　施策名：家庭・学校・地域で連携して青少年の健全育成を推進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

1 A
青少年問題協
議会等事務

青少年に関する
総合施策の樹立
に必要な事項を
調査 ・審議し、区
長に具申するとと
もに、関係行政
機関相互の連絡
を図るため。

成
果
指
標

青少年問題協
議会から具申
された意見数

24年度 26年度

事
業
区
分

経
費

総経費

上記のうち
人件費

青少年問題協議会、青少年対策連絡会は、毎年度青少
年の健全育成の基本方針となる「青少年育成活動方針」
を作成し、区に具申している。また、青少年の健全育成に
関する問題などを検討し、区に具申している。

B
青少年問題協議会委員構
成のあり方を引き続き検討
する。

B

青
少
年
課

練馬区青少年問題協議会会長の諮問に基づき、年4回開
催の青少年対策連絡会で練馬区青少年育成活動方針案
及び青少年に関する事項について検討し、答申。答申を
受けて年2回開催する青少年問題協議会の中で、適切に
審議している。

青少年の健全育成に関して審議する機関として、地方青
少年問題協議会法（昭和28年法律第83号）第1条の規定
に基づき、青少年問題協議会を設置している。

練馬区の青少年施策の基本的な方針や問題について審
議し区へ具申を行い、その意見を尊重した「練馬区青少
年育成活動方針」が策定されている。また、その意見を反
映した青少年施策を進め、区民とともに青少年を健全に
育成するよう事業を実施している。

目標 目標

A A
該
当

―

4,000 ―

千円 5,392 5,412 5,521

千円 4,000 4,000

A

地域の特色を活かした地区
委員会の独自事業を検討
し、ホームページの活用など
により広報活動を充実して、
参加数の増加を図る。
また、引き続き、事務局との
連携を密にし、事務局長の
事務量の軽減化、地区委員
会運営事務の効率化を図
る。

B

青
少
年
課

東日本大震災の影響による参加数の減少により、コスト
指標は上がったが、育成地区委員会委員がボランティア
で活動することにより青少年1人当たりのコストは低く抑え
られている。

2 A
青少年育成活
動事務（地区
委員会）

地域において次
代をになう青少
年の健全育成を
図るとともに、青
少年をめぐる社
会環境の浄化に
努めるため。

成
果
指
標

地区委員会の
事業に参加し
た青少年の数

経
費

総経費

上記のうち
人件費

―
青少年育成地区委員会は青少年の健全育成をはかるた
め地域社会の力を結集してつくられた自主的組織で、地
域の方が営利を目的とせず無報酬で活動している。

千円 8,000 8,000 8,000 ―

地区委員会の事業に参加した青少年の数は目標を下
回ったものの、各地区委員会では、工夫を凝らして様々
な事業を実施している。また、青少年育成地区委員会に
おける指導員の役割も十分果たしており、充実した地区
委員会活動を行っている。

目標 目標

A B
該
当

千円 58,413 57,964 56,291

東日本大震災等の影響により、事業に参加する青少年
の数は減少したが、各地区で地域の特色を生かした行事
を実施しており、野外活動やスポーツ大会、文化事業、地
域交流など事業内容は充実している。



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：132　施策名：家庭・学校・地域で連携して青少年の健全育成を推進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

評価24年度 26年度

事
業
区
分

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件数 1,720 1,713 1,950
②

効率性

％ 88.2 87.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

人 3,666 4,557 9,000 19,500
②

効率性

％ 122.0 75.95 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

B

青
少
年
課

健やか運動の呼びかけには、日頃の地道な活動を通じて
多くの青少年育成地区委員会の方々やＰＴＡの方など地
域の皆様にボランティアでご協力いただいていることで、
コスト指標も低く抑えられている。

目標 目標

A B
該
当

千円

青少年の健全育成には、すべての区民が青少年の健全
育成について認識を深め、地域・学校・行政が一体となっ
て非行行為防止に取り組むことが必要であり、引き続き
運動の啓発が必要である。

個人商店の減少により、健やか運動協力店が減少してい
るが、緊急避難所については、既存の店舗・個人宅に加
えて、地域の介護事業所など新規の避難所登録が見ら
れる。

―

B

①引き続き、青少年の健全
育成のために、地域の方に
ご協力をいただきながら、更
に多くの方に運動への参加・
協力を呼びかける。
②学校と連携して、事業の
周知を図る。

10,175 9,986 10,340
青少年は地域で育てるものであり、継続的に地域の方々
の意識を高めるために運動の推進が必要である。

7,200 7,200

―

4 AB

児童館維持運
営事務（中高
生の居場所づ
くり）

中学生、高校生
の居場所および
自己実現の場を
確保し、もって青
少年の健全育成
に資することを目
的とする。

成
果
指
標

中高生の居場
所づくり事業
来館者延べ人
数（区直営事
業）

経
費

総経費

上記のうち
人件費

3 A
青少年育成活
動事務（推進
運動）

関係団体が相互
に連絡提携し、
青少年の健全育
成を効果的に推
進するため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 7,200

「健やか運動」
協力店の数

総経費

B

子
育
て
支
援
課

来館者一人あたり経費は増加したものの、臨時職員を多
く配置するなど来館人数に応じた職員配置を行い、また
事業の実施についても中高生の自主性により行ってお
り、効率的な運営を確保している。

目標 目標

A B
該
当

千円 14,927 22,071 32,151 ―
中高生の居場所については、保護者や地域からの要望
が高い。また、自己実現の場としての活動として中高生を
主役とした映画製作も手がけた。

千円 8,000 16,000 24,000 ―

23年度は、東日本大震災の影響により事業開始が５月以
降となり、1館あたり人数が増加しなかったため、目標に
達しなかった。なお、実施館数はさらに2館が開始して合
計4館となり、延利用者数は増加している。

B

実施館を増やしていく中で、
中高生への周知をさらに徹
底していき、参加しやすい場
所として定着させる。

中高生が児童館を利用することは施設の有効利用の面
からも、また地域においても児童を長い期間で育成してい
くという視点からも効果が高い


